
社会復帰促進等事業の令和４年度予算執行状況（執行率が８０％未満の事業）

予算額（①）
（行政経費

を除く）

決算額（②）
（行政経費

を除く）

執行率（％）
（②÷①×100）

1 1 Ａ
外科後処置等
経費

　外科後処置により障害（補償）給付の原因である障害によって喪
失した労働能力を回復し、又は醜状を軽減し得る見込みのある者
等に対し、実施医療機関において手術その他の医療等の給付を
行う。
　また、外科後処置のため通院に要する費用を支給する。

　本事業の予算額の大部分（約99％）を占める、医療
等の給付に要する予算額に対して、被災した労働者の
うち、外科後処置の対象者が抑えられた結果、執行率
が低調となった。

　令和４年度は執行率が66.5％となったが、令和３年度の執行
率（44.8％）より増加している。また、本事業は、傷病が治ゆした
被災者に対して義肢装着のための断端部の再手術や醜状軽減
のための再手術等を行うことによって社会復帰の促進を図る趣
旨で実施しており、令和４年度の執行率の観点だけで評価する
ことは適切ではないと考えることから、過去実績を踏まえた上で
所要の予算要求を行う。

42,666 28,368 66.5% 労働基準局
補償課

11 11 Ａ
休業補償特別
援護経費

　労働基準法第76条に基づき使用者が行う休業３日目までの休
業補償について、事業場の廃止等、やむを得ない事由で受けるこ
とができない被災者に対し、休業補償３日分相当額を支給するも
の。

　予算額の算定基礎となった直近の執行実績に比べ、
申請件数が少なかったことによるもの。

　令和４年度においては、申請件数が30件となり、執行率が約
59％となったものであるが、直近10年間の平均申請件数は約
57件となっており、次年度以降申請が増加する可能性もあると
ころである。また、本事業については、やむを得ない事由で休業
補償を受けることができない被災者に対して援護の措置を行う
趣旨から創設されたものであり、執行率の観点だけで評価を行
うことは適切ではないものと考えられることから、過去実績を踏
まえた上で所要の予算要求を行う。

1,261 741 58.8% 労働基準局
補償課

（単位：千円）
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令和４年度

（１）東電福島第一原発で緊急作業に従事した者の被ばく線量、健
康診断結果等のデータを蓄積する「東電福島第一原発作業員の
長期的健康管理システム（以下「データベース」という。）」を運用
する。
・緊急作業従事者等に対する健康相談、保健指導の実施。
・廃炉等作業員の健康支援相談窓口を定期的に開設、健康相談
を実施。
（２）東電福島第一原発・除染作業者の放射線被ばくの状況やそ
の対策に関する情報（報道発表、ガイドライン、行政通達等）につ
いて、厚生労働省の英語版ホームページに掲載するなど海外に
向けて発信する事業を行う。
（３）東電福島第一原発における施工計画作成者等に対して被ば
く低減措置に係る教育を行うなど、廃炉等作業における被ばく低
減対策を支援する。
（４）眼の水晶体への被ばく線量が高い業務を行う事業者に対し、
事業場として労働者の被ばく線量を組織的に管理する仕組みであ
る、放射線被ばく管理に関する労働安全衛生マネジメントシステム
（以下「ＭＳという。」）の導入を支援する。
（５）職場の熱中症予防に特化したポータルサイトを整備し、暑さ指
数の正確な把握と対応方法を周知。ポータルサイトには主要産業
別の対策好事例も紹介する。

・一般競争入札で調達を行った結果、予定額を下回る
金額で入札した案件が多かったため。
・当初の仕様書案では不落となり、再公告時に仕様書
内容を大きく削減して再公告したため、予算額を勘案し
て作成した仕様書の内容と契約内容に乖離が生じたた
め。

　令和５年度については、放射線被ばく管理に関する労働安全
衛生マネジメントシステム導入支援事業にかかる予算額を大幅
に減額しており、それに伴い、仕様内容を見直して執行率の向
上を図る。令和６年度予算については、令和５年度における事
業の調達を踏まえて所要の予算要求を行うこととしたい。
　（５）については、最初の入札で一者応札で、不落となり、２度
目の入札では仕様内容の大幅削減で入札額が低く、執行率が
低調であった。適切に熱中症対策のための事業を行うために、
より具体的に事業内容を明示するなど、仕様内容を調整する。
また、過去の契約実績を踏まえた予算要求も行う。

147,674 102,110 69.1%

　受動喫煙防止対策助成金の助成対象である既存特
定飲食提供施設が新型コロナウイルスの影響を大きく
受ける業種及び事業規模であったため。当該助成金の
受付期間は１月31日までで、受付期間中は新型コロナ
ウイルスの影響が残っており、喫煙専用室等を造作す
るための原材料の高騰で造作をためらう事業場もあ
り、飲食店自体も新型コロナウイルス防止対策におけ
る休業要請等が終了してもすぐに客足が戻らず、受動
喫煙対策まで対応が追いついてない状況であった。

　喫既存特定飲食提供施設を営む事業者に対して受動喫煙防
止対策助成金について周知を図り、当該助成金の利用促進を
図る。また、過去の助成実績を踏まえて、適切な予算要求を行
う。

303,101 66,26519 19 Ｂ
職場における受
動喫煙対策事
業

　職場における受動喫煙防止対策の推進を図るため、事業場から
の喫煙室の設置等に関する問い合わせに対応するための電話相
談及び実地指導等を実施するとともに、喫煙室を設置する事業場
に対して設置費用の一部の助成を行う。

労働基準局
安全衛生部
労働衛生

課、電離放
射線労働者
健康対策室

21.9%
労働基準局
安全衛生部
労働衛生課

17 17 Ａ
職業病予防対
策の推進
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令和４年度

26 26 Ｂ
建設業等におけ
る労働災害防止
対策費

・足場からの墜落防止措置に係る「より安全な措置」について、専
門家による現場の調査・診断や研修会等を実施する。
 ・建設現場において労働者と同様な作業に従事する一人親方等
の安全衛生確保のため、一人親方等の業務の特性や作業の実態
を踏まえた安全衛生教育の実施や建設現場における技術指導等
を通し、一人親方等に対して安全衛生に関する知識習得等を支援
する。

・諸般の事情により「建設業における墜落・転落防止対
策の充実強化に関する実務者会合」が開催されず、想
定していた安衛則改正がされなかったことから、墜落・
転落災害防止対策推進事業において予定していた安
衛則改正内容の周知のための周知用説明資料の作成
を見送ったもの。

・令和４年度に「建設業における墜落・転落防止対策の充実強
化に関する実務者会合」が取りまとめられたため、安衛則改正
を行ったため、周知用資料を作成するとともに、研修会を受講し
た一人親方等に受講を証明するシールを交付するようにするな
どして、執行率の向上を図る。
　これらの実績を踏まえ、所要の予算要求を行うこととする。

194,218 120,812 62.2%
労働基準局
安全衛生部

安全課

30 30 Ｂ

自動車運転者
の労働時間等
の改善のための
環境整備等

　自動車運転者の労働時間短縮に向けた周知用コンテンツ作成
及び相談対応、令和元年度に開設したポータルサイトの運用・拡
大、令和６年４月から適用される改正後の改善基準告示について
の周知を実施すること。

　自動車運転者の労働時間等の改善の基準及び適用
猶予業の時間外労働上限規制の改正に当たり、予算
要求の時点で予定していた事業内容を調達段階で見
直しを行い、縮小して実施することで、結果的に必要な
予算額が減少し、全体の執行率が低調となった。

　令和６年度から自動車運転者に時間外労働上限規制等が施
行されるが、長時間労働の原因となる取引慣行上の課題等を
解決し、円滑な法施行実施には国民の協力が必要であるた
め、令和５年度は増額の上で広報事業を実施する。令和５年度
の執行率は、動画等複数の広報媒体作成等を通じて向上を
図っていく。令和６年度は一定の役割を終えた部分を減額しつ
つ、所要の予算要求を行うこととする。

207,079 98,323 47.5%

労働基準局
監督課

労働条件
政策課

32 32 Ａ
母性健康管理
対策費

①女性労働者健康管理等対策費については、女性労働者の特性
に見合った健康管理対策、特に母性の健康管理指導等を実施。
②雇用環境・均等部（室）及び総合労働相談コーナーの職員（非
常勤職員を含む）が業務に使用するシステムの運用、改修等に関
する事業を実施。

①母性健康管理推進支援事業については、一般競争
入札を行っているため、予算額より低廉な価格での調
達となった。また、新型コロナウイルス感染症に関する
母性健康管理措置による休暇制度導入助成金につい
ては、当初見込んでいた件数を実績が下回った。
②執行率95.8％（R4執行192,443千円／R4予算200,807
千円）

①実績を踏まえて所要の予算要求を行うこととする。
なお、令和５年度については、当該助成金は廃止した。
②実績を踏まえて所要の予算要求を行うこととする。

309,547
（うち補正予算額：

112,875）
197,899 63.9%

①雇用環境
・均等局
雇用機会
均等課

②雇用環
境・

均等局
総務課

(1)過去の有害性調査結果の検証のために、予算を要
求していた調査事業を執行しなかったもの。
(2)ウェブ講習に関する経費が当初の見積より安価で実
施できたもの。

(1)については、予算を削減した。
(2)については、積算経費を見直し、講習関係の予算を削減し
た。
また、令和６年度等から施行される新たな化学物質規制の周知
等必要な事業を精査した上で、所要の予算要求を行うこととす
る。

129,084 74,877 58.0%20 20 Ａ

職場における化
学物質管理促
進のための総合
対策

①化学物質の危険有害性の情報伝達に必要なラベル表示・SDS
など化学物質管理に関する相談窓口を開設する。
②中小規模事業場等に対する専門家によるリスクアセスメント等
の訪問支援を行う。
③職場における化学物質管理に関する講習会等を実施する。
④有害性情報が存在しない新規化学物質に係る届出の内容の審
査を適正に実施する。
⑤有害性調査機関に対する安衛法GLPへの適合に関する査察等
を実施することにより、有害性調査の品質を担保する。

雇用環境
・均等局
雇用機会
均等課

労働基準局
安全衛生部
化学物質対

策課

101,105 78,266 77.4%

①令和５年度については、事業を集約化し、効率的に事業を実
施できるようにするとともに、ハラスメント被害者等からの相談
対応事業について、カスタマーハラスメント及び就活ハラスメン
トに限定する等の対応を行った。
②ハラスメントに係る相談等は、年々増加する一途にあり、企
業のハラスメント防止対策等に対応する必要があることから、
今後も実績を踏まえつつ、所要の予算要求を行うこととする。

（１）
①国民及び労使に向けた周知・広報
②ハラスメント対策研修
③業界ごとのカスタマーハラスメント対応事例収集
④ハラスメント被害者等からの相談対応事業
（２）パワーハラスメントやセクシュアルハラスメント等の被害を受
けたことより通院する、若しくはそれに相当する精神状態と思われ
る労働者からの相談に適切に対応するとともに、事業主に対する
指導や事業主と労働者間の紛争解決援助等の解決に向けた支援
を行う。
（３）事業主が、パートタイム労働者・有期雇用労働者に対する健
康診断等について認識を深め、パートタイム労働者・有期雇用労
働者の健康管理等に取り組むために、啓発指導を行う。

25 25

職場におけるハ
ラスメントへの総
合的な対応等労
働者健康管理
啓発等経費

左記（１）の事業では、一般競争入札を行っているた
め、予算額より低廉な価格での調達となっている。
※（２）および（３）は行政経費
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令和４年度

36 36 Ａ
未払賃金立替
払事務実施費

（独）労働者健康安全機構が、立替払の請求の受理及び審査、立
替払の決定及び立替払賃金の送金、事業主に対する求償等に関
する業務を行う。

新型コロナウイルス感染症の影響に鑑み予算措置を
行ったところであるが、支給件数が少なかったため、執
行率が低調になった。

未払賃金の立替払業務の着実な実施のため、必要な予算の確
保に努めるとともに、引き続き立替払の迅速化及び立替払金の
求償に主体的に取組む。
令和６年度概算要求においては、執行額等を踏まえた上で要
求額を検討する。

20,809,331 4,418,693 21.2% 労働基準局
監督課

64.8%

76.3%

11,389,941
（うち補正予算額：

2,493,812）
7,380,41537 37 Ｂ

過重労働の解
消及び仕事と生
活の調和の実
現に向けた働き
方・休み方の見
直し

① 中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業
　働き方改革実行計画で示された、非正規雇用労働者の処遇改
善や、過重労働防止に資する時間外労働の上限規制への対応に
向けた弾力的な労働時間制度等の労務管理に関する技術的な相
談支援を行うため、民間事業者への委託により、47都道府県に
「働き方改革推進支援センター」を設置し、関係機関と連携を図り
つつ、労務管理・企業経営等の専門家による個別相談支援や電
話相談等を実施する。
② 働き方改革推進支援助成金
　中小企業・小規模事業者が時間外労働の上限規制等に円滑に
対応するため、生産性を高めながら働く時間の縮減に取組む場合
において、中小企業や傘下企業を支援する事業主団体に対する
助成を行う。

①中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推
進支援事業について、予算要求で働き方改革推進支
援センターにおける人件費の削減等見直しを行った
が、予算額に対する入札額の割合が約55％と、予定よ
りも低廉な価格での調達となったため、結果として全体
の執行率も低調となった。
予算額に対する入札額の割合55.2％（委託費の予算額
42.4億円／入札額23.4億円）
②働き方改革推進支援助成金は、当初予算の執行率
は80.0％であったものの、補正予算の執行率は11.7％
と低調であった。この理由について、本助成金は申請
者が交付申請、成果目標達成に向けた取組、支給申
請を年度内に完遂することを助成の要件としているた
め、補正予算成立後、速やかに申請を受け付け、申請
者が成果目標達成に向け取り組めるよう配意したもの
の、十分な利活用に至らなかったことが要因であると思
料する。
令和４年度予算執行率60.7％（予算額88.4億円／執行
額53.7億円）

①令和５年度については、令和４年度の入札実績を踏まえつ
つ、働き方改革推進支援センターのセンター事業専門家の配置
見直し等を行い、効果的かつ効率的な事業実施に努めることと
した。今後も実績を踏まえつつ、所要の予算要求を行うこととす
る。
②令和６年度予算については、申請期間を確保したうえで使用
者団体等を通じ、周知に力を入れ、執行率の向上を図るととも
に、執行状況も踏まえ、所要の予算要求を行うこととする。

労働基準局
労働条件政

策課
39 39 Ａ

医療従事者の
確保・定着に向
けた勤務環境改
善のための取組

厳しい労働環境に置かれている医療従事者全体の勤務環境改善
に向けた取組を推進するため、①各都道府県が設置主体となる、
医療機関に対する勤務環境改善をワンストップで支援するための
「医療勤務環境改善支援センタ―」に医療労務管理アドバイザー
を配置し、医療機関からの労務管理等に関する相談支援等、②医
療機関に対するアンケート調査、医療従事者の勤務環境改善に
向けた手法の確立のための調査・研究及び③医療機関の勤務環
境改善に関する好事例等を掲載したウェブサイトの運営を行う。

①都道府県労働局ごとに調達を実施しており、全体とし
て予算額より低廉な価格での調達となったため（執行
率73.8％）
②一般競争入札の結果、予算額より低廉な価格での
調達となったため（執行率79.1％）。
※③については執行率94.8％

令和４年度は仕様書上での業務目安量の調整、明確化を行っ
た結果、執行率が向上したため、引き続き執行率を踏まえ、仕
様書上の業務目安量を調整のうえ明確にし、執行率の向上を
図る。なお、令和５年度は事業内容の見直しに伴い予算額を減
額し、令和６年度は執行率等を踏まえ、所要の予算要求を行
う。

887,412 676,738

労働基準局
労働条件政

策課

雇用環境・
均等局総務
課、雇用機
会均等課


